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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線電力伝送システムであって、
　無線電力を送信するように構成される外部送信共振器と、
　前記外部送信共振器から前記送信された無線電力を受信するように構成される埋め込み
可能受信共振器と、
　共振コイル回路及びディスプレイを備える、前記外部送信共振器及び前記埋め込み可能
受信共振器とは別個のユーザインタフェースデバイスと
　を備え、
　前記共振コイル回路は、前記埋め込み可能受信共振器から磁気通信信号及び無線電力の
双方を受信するように構成され、前記ディスプレイは、前記ユーザインタフェースデバイ
スのユーザに前記磁気通信信号に関連する情報を表示するように構成され、
　前記ユーザインタフェースデバイスの前記共振コイル回路は、
　前記磁気通信信号及び前記無線電力を受信するように構成されたコイルと、
　前記コイルに結合され、前記コイルからエネルギーユーザに前記無線電力を送出するよ
うに構成された共振エネルギー伝送システムと、
　前記磁気通信信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
　前記コイルと前記信号プロセッサとの間に結合されるＡＤ変換器と
　を備える、無線電力伝送システム。
【請求項２】
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　前記ユーザインタフェースデバイスは、前記外部送信共振器から無線電力を受信するよ
うに更に構成される、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記ユーザインタフェースデバイスの前記共振コイル回路はまた、前記外部送信共振器
または前記埋め込み可能受信共振器に磁気通信信号を送信するように構成される、請求項
１に記載のシステム。
【請求項４】
　無線電力伝送システムであって、
　無線電力を送信するように構成される外部送信共振器と、
　前記外部送信共振器から前記送信された無線電力を受信するように構成される埋め込み
可能受信共振器であって、前記埋め込み可能受信共振器は、フェライト層及びチタン層か
ら構成されるハウジングを有し、超音波通信信号を送信するように構成される超音波送受
信機を更に備え、前記超音波送受信機は、前記埋め込み可能受信共振器の前記フェライト
層及び前記チタン層を有する前記ハウジングの外部に配設される、埋め込み可能受信共振
器と、
　超音波送受信機を備えるユーザインタフェースデバイスと
　を備え、前記ユーザインタフェースデバイスの前記超音波送受信機は、前記埋め込み可
能受信共振器から前記超音波通信信号を受信し、前記無線電力伝送システムのユーザに対
して前記超音波通信信号に関連する情報を表示するように構成される、無線電力伝送シス
テム。
【請求項５】
　無線電力及び通信を送信する方法であって、
　無線電力を、外部送信共振器から埋め込み式受信共振器に送信することと、
　磁気通信信号及び前記無線電力を前記埋め込み式受信共振器から外部ユーザインタフェ
ースデバイスに送信することであって、前記外部ユーザインタフェースデバイスは、
　　前記磁気通信信号及び前記無線電力を受信するように構成されたコイルと、
　　前記コイルに結合され、前記コイルからエネルギーユーザに前記無線電力を送出する
ように構成された共振エネルギー伝送システムと、
　　前記磁気通信信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
　　前記コイルと前記信号プロセッサとの間に結合されるＡＤ変換器と、
　　前記磁気通信信号に関する情報を表示するディスプレイと
　　を含む、ことと、
　前記外部ユーザインタフェースデバイスによって前記無線電力を受信することと、
　前記ユーザインタフェースデバイスによって前記磁気通信信号を受信することと
　を含む、方法。
【請求項６】
　無線電力及び通信を送信する方法であって、
　無線電力を、外部送信共振器から埋め込み式受信共振器または外部ユーザインタフェー
スデバイスに送信することと、
　前記埋め込み式受信共振器または前記外部ユーザインタフェースデバイスによって無線
電力を受信することと、
　前記埋め込み式受信共振器から超音波通信を送信することであって、前記埋め込み式受
信共振器は、フェライト層及びチタン層から構成されるハウジングを有し、前記埋め込み
式受信共振器の前記フェライト層及び前記チタン層を有する前記ハウジングの外部に配設
される超音波送受信機を含む、ことと、
　前記外部送信共振器または前記ユーザインタフェースデバイスによって前記超音波通信
を受信することと
　を含む、方法。
【請求項７】
　無線エネルギー伝送システムであって、
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　無線電力を送信するように構成される送信共振器と、
　前記送信共振器から遠隔にありかつ前記送信共振器から前記送信された無線電力を受信
するように構成される受信共振器と、
　共振コイル回路を備える、前記送信共振器及び前記受信共振器とは別個のディスプレイ
デバイスと
　を備え、
　前記ディスプレイデバイスの前記共振コイル回路は前記受信共振器から磁気通信信号を
送信及び受信し、前記ディスプレイデバイスのユーザに前記磁気通信信号に関連する情報
を表示するように構成され、
　前記ディスプレイデバイスの前記共振コイル回路は、
　前記磁気通信信号及び前記無線電力を受信するように構成されたコイルと、
　前記コイルに結合され、エネルギーユーザに前記コイルで受信された前記無線電力を送
出するように構成された共振エネルギー伝送システムと、
　前記磁気通信信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
　前記コイルと前記信号プロセッサとの間に結合されるＡＤ変換器と
　を備える、無線エネルギー伝送システム。
【請求項８】
　前記ディスプレイデバイスは装着可能である、請求項７に記載のシステム。
【請求項９】
　前記ディスプレイデバイスは、リストストラップに貼り付けられる、請求項８に記載の
システム。
【請求項１０】
　前記ディスプレイデバイスは、ベルトに貼り付けられる、請求項８に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記共振コイル回路は、前記コイルと前記ＡＤ変換器との間に結合されるフィルタを更
に備える、請求項１に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記フィルタはハイパスフィルタを含む、請求項１１に記載のシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願に対する相互参照
　本出願は、参照により本明細書に組込まれる、「Ｒｅｓｏｎａｎｔ　Ｐｏｗｅｒ　Ｔｒ
ａｎｓｆｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ｗｉｔｈ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」という名称
の、２０１３年１１月１１日に出願された米国仮出願第６１／９０２，６９２号の利益を
主張する。
【０００２】
　参照による組込み
　本明細書で述べる全ての出版物及び特許出願は、それぞれの個々の出版物または特許出
願が、参照により組込まれることを具体的かつ個々に指示された場合と同じ程度に参照に
より本明細書に組込まれる。
【０００３】
　本分野は、一般に、共振無線電力伝送システムに関し、より具体的には、埋め込み可能
共振無線電力伝送システムに関する。
【背景技術】
【０００４】
　多くのタイプのデバイスがロケーション間でエネルギーを送信することを必要とする。
最近の進歩は、コードを使用しない無線エネルギー送信（ＷＥＴ：ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｅ
ｎｅｒｇｙ　ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ）についての革新のペースを加速してきた。無線
エネルギー技術を使用するシステムの例は、給電式埋め込み可能医療デバイスでる。
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【０００５】
　多くの埋め込み可能医療デバイスは、インプラントに給電する電気システムを必要とす
る。通常、これは、電力源をインプラントに接続する経皮的配線を使用して達成される。
より最近、埋め込み可能医療デバイスに給電するための、例えば振動性磁場による経皮的
エネルギー伝送（ＴＥＴ）の開発に対する関心が存在している。
【０００６】
　ＴＥＴシステムは、通常、幾つかの構成要素またはシステムを含む。従来のＴＥＴシス
テムは、皮膚層にわたってエネルギーを送信するための送信コイル及び受信コイルを持つ
ように実装される。システムは、通常、送信コイルを駆動する及び／または埋め込み式電
子機器を制御するためのコントローラを含む。
【０００７】
　通常、埋め込み式センサ等の埋め込み式医療デバイスは、動作するのにごくわずかな電
力を必要とする。こうした低い（ミリワットオーダの）電力レベルによって、電力伝送レ
ベル及び効率が低い可能性がある。より高い（ワットオーダでかつ最大１５ワット以上の
）電力デバイスに関して、無線電力の効率的な伝送が著しく重要になる。更に、身体内の
位置であって、より大きな埋め込み式デバイスを収容することができ、その一部が皮膚表
面の下の深い所にある、身体内の位置が制限される。これらのインプラントロケーション
は、送信コイルと受信コイルの両方の位置及び配向並びに伝送効率を改善し最大にする技
法に対して更なる注意を必要とする。
【０００８】
　埋め込み可能医療デバイス用の過去のＴＥＴシステムは、埋め込み式受信コイルが皮膚
の真下に位置決めされることを必要とし、また通常、受信コイルと送信コイルを整列させ
、両者を共に維持する機械的特徴部を含む。これらのデバイスを皮膚下に直接埋め込むこ
とによって、これらの埋め込み式デバイスのサイズ及び電力要件は、これらの埋め込み式
デバイスがＴＥＴシステムによって給電される場合、制限される。ＴＥＴシステムは、受
信コイルによって電力が受信されない間でさえ動作するために設計される可能性がある。
典型的な構成において、固体電子機器及び電池は、外部電力が遮断されるかまたは利用可
能でないときに埋め込み式医療デバイスに給電する可能性がある。この場合、埋め込み式
構成要素に関する情報を患者及び／または介護者に通信するためユーザインタフェースま
たは他の電子デバイスを設けることが有益である場合がある。例えば、ユーザインタフェ
ースは、内部電池レベルが低いときを患者に通知するためのアラームを含むことができる
。
【０００９】
　埋め込み可能医療デバイスと、ユーザインタフェースと、外部送信機との間の信頼性の
ある通信は、ＴＥＴシステムの構成要素間の状態及び距離が変動するため難題である可能
性がある。
【００１０】
　無線信号は、埋め込み可能医療デバイス間の通信のために使用されるとき制限がある。
無線信号の人間の身体による減衰は、非常に大きく、通信信号を損なう可能性がある。浅
いインプラント深さ、適切に設定されたアンテナ、埋め込み式モジュールの適切な配向、
及び信頼性のある無線リンク等の適切な状況下でも、減衰は、１０ｄＢ～２０ｄＢのオー
ダである可能性がある。より深いインプラント深さの場合、または、インプラントがその
意図される位置からかなり回転する場合、減衰は、１００ｄＢ以上まで増加する場合があ
る。これは、高い損失率を有する、信頼性がないかまたは完全に遮断された無線リンクを
もたらす可能性がある。
【００１１】
　帯域内通信は、埋め込み式システムにおいて使用されており、送信機が検知することが
できる受信機負荷の変調を含む。帯域内通信に関する問題は、帯域内通信が共振回路内に
更なる電子機器を必要とすることであり、更なる電子機器は、電力伝送効率を下げ、受信
機の更なる加熱をもたらす。更に、電力効率的であるように共振回路を最適化することと
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、有意の量の情報を送信することの間に基本的な設計上の競合が存在する。前者は高い品
質係数を有するコイルを必要とし、一方、後者は低い品質係数を好む。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　したがって、インプラントが、送信機なしでユーザインタフェースと効率的に通信する
ことができるシステムを提供することが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　無線電力伝送システムが提供され、無線電力伝送システムは、無線電力を送信するよう
に構成される外部送信共振器と、送信共振器から送信済み無線電力を受信するように構成
される埋め込み可能受信共振器と、共振コイル回路を備えるユーザインタフェースデバイ
スとを備え、共振コイル回路は、送信共振器または受信共振器から磁気通信信号を受信し
、ユーザインタフェースデバイスのユーザに磁気通信信号に関連する情報を表示するよう
に構成される。
【００１４】
　幾つかの実施形態において、ユーザインタフェースデバイスは、外部送信共振器から無
線電力を受信するように更に構成される。
【００１５】
　一実施形態において、ユーザインタフェースデバイスの共振コイル回路はまた、磁気通
信信号を、送信共振器または受信共振器に送信するように構成される。
【００１６】
　無線電力伝送システムもまた提供され、無線電力伝送システムは、無線電力を送信する
ように構成される外部送信共振器と、送信共振器から送信済み無線電力を受信するように
構成される埋め込み可能受信共振器であって、超音波通信信号を送信するように構成され
る超音波送受信機を更に備える、埋め込み可能受信共振器と、超音波送受信機を備えるユ
ーザインタフェースデバイスとを備え、超音波送受信機は、受信共振器から超音波通信信
号を受信し、ＴＥＴシステムのユーザに対して超音波通信信号に関連する情報を表示する
ように構成される。
【００１７】
　無線電力及び通信を送信する方法が提供され、方法は、無線電力を、外部送信共振器か
ら埋め込み式受信共振器または外部ユーザインタフェースデバイスに送信すること、埋め
込み式受信共振器または外部ユーザインタフェースデバイスによって無線電力を受信する
こと、送信共振器、受信共振器、またはユーザインタフェースデバイスの１つから磁気通
信を送信すること、及び送信共振器、受信共振器、またはユーザインタフェースデバイス
の１つによって磁気通信を受信することを含む。
【００１８】
　無線電力及び通信を送信する方法もまた提供され、方法は、無線電力を、外部送信共振
器から埋め込み式受信共振器または外部ユーザインタフェースデバイスに送信すること、
埋め込み式受信共振器または外部ユーザインタフェースデバイスによって無線電力を受信
すること、送信共振器、受信共振器、またはユーザインタフェースデバイスの１つから超
音波通信を送信すること、及び送信共振器、受信共振器、またはユーザインタフェースデ
バイスの１つによって超音波通信を受信することを含む。
【００１９】
　無線エネルギー伝送システムが提供され、無線エネルギー伝送システムは、無線電力を
送信するように構成される送信共振器と、送信共振器から遠隔にありかつ送信共振器から
送信済み無線電力を受信するように構成される受信共振器と、共振コイル回路を備えるデ
ィスプレイデバイスとを備え、共振コイル回路は、送信共振器または受信共振器から磁気
通信信号を送信または受信し、ディスプレイデバイスのユーザに磁気通信信号に関連する
情報を表示するように構成される。
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【００２０】
　幾つかの実施形態において、ディスプレイデバイスは装着可能である。一実施形態にお
いて、ディスプレイデバイスはリストストラップに貼り付けられる。別の実施形態におい
て、ディスプレイデバイスはベルトに貼り付けられる。
　本明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　無線電力伝送システムであって、
　無線電力を送信するように構成される外部送信共振器と、
　前記送信共振器から前記送信済み無線電力を受信するように構成される埋め込み可能受
信共振器と、
　共振コイル回路及びディスプレイを備える、前記外部送信共振器及び前記埋め込み可能
受信共振器とは別個のユーザインタフェースデバイスとを備え、前記共振コイル回路は、
前記受信共振器から磁気通信信号及び無線電力を受信するように構成され、前記ディスプ
レイは、前記ユーザインタフェースデバイスのユーザに前記磁気通信信号に関連する情報
を表示するように構成され、
　前記ユーザインタフェースデバイスの前記共振コイル回路は、
　前記磁気通信信号及び前記無線電力を受信するように構成されたコイルと、
　前記コイルに結合され、前記コイルからエネルギーユーザに前記無線電力を送出するよ
うに構成された共振エネルギー伝送システムと、
　前記磁気通信信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
　前記コイルと前記信号プロセッサとの間に結合されるＡＤ変換器と
　を備える、無線電力伝送システム。
（項目２）
　前記ユーザインタフェースデバイスは、前記外部送信共振器から無線電力を受信するよ
うに更に構成される、項目１に記載のシステム。
（項目３）
　前記ユーザインタフェースデバイスの前記共振コイル回路はまた、前記送信共振器また
は前記受信共振器に磁気通信を送信するように構成される、項目１に記載のシステム。
（項目４）
　無線電力伝送システムであって、
　無線電力を送信するように構成される外部送信共振器と、
　前記送信共振器から前記送信済み無線電力を受信するように構成される埋め込み可能受
信共振器であって、前記埋め込み可能受信共振器は、フェライト層及びチタン層から構成
されるハウジングを有し、超音波通信信号を送信するように構成される超音波送受信機を
更に備え、前記超音波送受信機は、前記埋め込み可能受信共振器の前記フェライト層及び
前記チタン層を有する前記ハウジングの外部に配設される、前記埋め込み可能受信共振器
と、
超音波送受信機を備えるユーザインタフェースデバイスとを備え、前記超音波送受信機は
、前記受信共振器から前記超音波通信信号を受信し、前記無線電力伝送システムシステム
のユーザに対して前記超音波通信信号に関連する情報を表示するように構成される、無線
電力伝送システム。
（項目５）
　無線電力及び通信を送信する方法であって、
　前記無線電力を、外部送信共振器から埋め込み式受信共振器に送信することと、
　磁気通信信号を前記埋め込み式受信共振器から外部ユーザインタフェースデバイスに送
信することであって、前記外部ユーザインタフェースデバイスは、
　　前記磁気通信信号及び前記無線電力を受信するように構成されたコイルと、
　　前記コイルに結合され、前記コイルからエネルギーユーザに前記無線電力を送出する
ように構成された共振エネルギー伝送システムと、
　　前記磁気通信信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
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　　前記コイルと前記信号プロセッサとの間に結合されるＡＤ変換器と、
　　前記磁気通信信号に関する情報を表示するディスプレイと
　　を含む、ことと、
　前記外部ユーザインタフェースデバイスによって前記無線電力を受信することと、
　前記ユーザインタフェースデバイスによって前記磁気通信信号を受信することとを含む
、方法。
（項目６）
　無線電力及び通信を送信する方法であって、
　前記無線電力を、外部送信共振器から埋め込み式受信共振器または外部ユーザインタフ
ェースデバイスに送信すること、
　前記埋め込み式受信共振器または前記外部ユーザインタフェースデバイスによって無線
電力を受信すること、
　前記受信共振器から超音波通信を送信することと、
　前記送信共振器または前記ユーザインタフェースデバイスによって前記超音波通信を受
信することとを含み、
　前記埋め込み式受信共振器は、フェライト層及びチタン層から構成されるハウジングを
有し、前記埋め込み式受信共振器の前記フェライト層及び前記チタン層を有する前記ハウ
ジングの外部に配設される超音波送受信機を含む、方法。
（項目７）
　無線エネルギー伝送システムであって、
　無線電力を送信するように構成される送信共振器と、
　前記送信共振器から遠隔にありかつ前記送信共振器から前記送信済み無線電力を受信す
るように構成される受信共振器と、
　共振コイル回路を備える、前記送信共振器及び前記受信共振器とは別個のディスプレイ
デバイスとを備え、前記ディスプレイデバイスの前記共振コイル回路は前記受信共振器か
ら磁気通信信号を送信及び受信し、前記ディスプレイデバイスのユーザに前記磁気通信信
号に関連する情報を表示するように構成され、
　前記ディスプレイデバイスの前記共振コイル回路は、
　前記磁気通信信号及び前記無線電力を受信するように構成されたコイルと、
　前記コイルに結合され、エネルギーユーザに前記コイルで受信された前記無線電力を送
出するように構成された共振エネルギー伝送システムと、
　前記磁気通信信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
　前記コイルと前記信号プロセッサとの間に結合されるＡＤ変換器とを備える、無線エネ
ルギー伝送システム。
（項目８）
　前記ディスプレイデバイスは装着可能である、項目７に記載のシステム。
（項目９）
　前記ディスプレイデバイスは、リストストラップに貼り付けられる、項目８に記載のシ
ステム。
（項目１０）
　前記ディスプレイデバイスは、ベルトに貼り付けられる、項目８に記載のシステム。
（項目１１）
　前記共振コイル回路は、前記コイルと前記ＡＤ変換器との間に結合されるフィルタを更
に備える、項目１に記載のシステム。
（項目１２）
　前記フィルタはハイパスフィルタを含む、項目１１に記載のシステム。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
　本発明の新規な特徴は、添付特許請求の範囲において詳細に述べられる。本発明の特徴
及び利点のよりよい理解は、本発明の原理が利用される例証的な実施形態を述べる以下の
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詳細な説明及び添付図面を参照することによって得られる。
【図１】基本的な無線電力伝送システムを示す図である。
【図２】一対のコイルによって生成される磁束を示す図である。
【図３Ａ】コイル整列の結合係数に対する影響を示す図である。
【図３Ｂ】コイル整列の結合係数に対する影響を示す図である。
【図４】共振器コイル、受信機、埋め込み式医療デバイス、及びユーザインタフェースを
含むＴＥＴシステムの一実施形態を示す図である。
【図５】受信機及び送信機における電力の受信及び送信または通信を示す図である。
【図６】受信機及び送信機における電力の受信及び送信または通信を示す図である。
【図７Ａ】ＴＥＴシステムにおける超音波通信の幾つかの実施形態を示す図である。
【図７Ｂ】ＴＥＴシステムにおける超音波通信の幾つかの実施形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　次に続く説明において、同様の構成要素は、異なる実施形態において示されるかどうか
によらず、同じ参照数字を与えられている。本開示の実施形態（複数可）を明瞭かつ簡潔
な方法で示すため、図面は必ずしも一定比例尺に従わない場合があり、また、或る特徴が
或る程度概略的な形態で示される場合がある。一実施形態に関して述べられ及び／または
示される特徴は、１つまたは複数の他の実施形態において及び／または他の実施形態の特
徴と組合せてまたはその代わりに同じ方法でまたは類似の方法で使用することができる。
【００２３】
　本発明の種々の態様は、国際特許公開第ＷＯ２０１２０４５０５０号；米国特許第８，
１４０，１６８号；第７，８６５，２４５号；第７，７７４，０６９号；第７，７１１，
４３３号；第７，６５０，１８７号；第７，５７１，００７号；第７，７４１，７３４号
；第７，８２５，５４３号；第６，５９１，１３９号；第６，５５３，２６３号；及び第
５，３５０，４１３号；並びに米国公開第２０１０／０３０８９３９号；第２００８／０
２７２９３号；及び第２０１０／０１０２６３９号に記載される態様と同様であり、それ
らの特許及び出願の内容全体が、全ての目的で本明細書に組込まれる。
【００２４】
　無線電力送信システム
　電力は、磁気誘導によって無線で送信することができる。種々の実施形態において、送
信機及び受信機は密に結合される。
【００２５】
　或る場合には、「密に結合される」または「密結合」は、コイルが、動作するために互
いに非常に近くにあることを要求するシステムを指す。或る場合には、「疎に結合される
」または「疎結合」は、コイルが、かなりの空間的及び／または軸方向分離、並びに或る
場合には、コイルの大きい方のコイルの直径以下の距離までを有するときに動作するシス
テムを指す。或る場合には、「疎に結合される」または「緩い結合」は、受信機及び送信
機の物理的分離及び／または配向の変化に比較的に敏感でないシステムを指す。
【００２６】
　種々の実施形態において、送信機及び受信機は非共振回路である。例えば、１つのコイ
ル内の電流の変化は、変化する磁場を誘導する。磁場内の第２のコイルは磁束を採取し、
その磁束は、次に、第２のコイル内に電流を誘導する。非共振コイルを有する密に結合し
たシステムの例は、参照により全ての目的で本明細書に組込まれる国際公開第ＷＯ２００
０／０７４７４７号に記載される。従来の変圧器は、密に結合した非共振システムの別の
例である。種々の実施形態において、送信機及び受信機は共振回路である。例えば、コイ
ルの一方または両方は、同調キャパシタまたは各コイル内の周波数を制御するための他の
手段に接続される。共振コイルを有する密に結合したシステムの例は、参照により全ての
目的で本明細書に組込まれる、国際公開第ＷＯ２００１／０３７９２６号；第ＷＯ２０１
２／０８７８０７号；第ＷＯ２０１２／０８７８１１号；第ＷＯ２０１２／０８７８１６
号；第ＷＯ２０１２／０８７８１９号；第ＷＯ２０１０／０３０３７８号；及び第ＷＯ２
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０１２／０５６３６５号、及び米国公開第２００３／０１７１７９２号に記載される。
【００２７】
　種々の実施形態において、送信機及び受信機は疎に結合される。例えば、送信機は、共
振して、受信機によって比較的遠い距離で採取される磁場を伝搬させることができる。或
る場合には、エネルギーは、幾つかの計器にわたって送信される可能性がある。疎に結合
されたシステムにおいて、電力伝送は、必ずしも臨界距離に依存しない場合がある。むし
ろ、システムは、送信機と受信機との間の結合係数に対する変化に対処することができる
場合がある。疎に結合されたシステムの例は、参照により全ての目的で本明細書に組込ま
れる国際公開第ＷＯ２０１２／０４５０５０号に記載される。
【００２８】
　電力を、放射エネルギーによって無線で送信することができる。種々の実施形態におい
て、システムはアンテナを備える。アンテナは、共振または非共振である場合がある。例
えば、非共振アンテナは、電磁波を放射して、場を生成することができる。場は近接場ま
たは遠方場である可能性がある。場は指向性がある可能性がある。一般に、遠方場は、広
い範囲を有するが、低い電力伝送率を有する。共振器によってエネルギーを放射するため
のこうしたシステムの例は、参照により全ての目的で本明細書に組込まれる国際公開第Ｗ
Ｏ２０１０／０８９３５４号に記載される。こうした非共振システムの例は、参照により
全ての目的で本明細書に組込まれる国際公開第ＷＯ２００９／０１８２７１号に記載され
る。アンテナの代わりに、システムは、レーザ等の高エネルギー光源を備えることができ
る。システムは、送信点から受信点までの、空間的に制限された直接のコヒーレント経路
内で光子が電磁エネルギーを搬送する可能性がある。こうしたシステムの例は、参照によ
り全ての目的で本明細書に組込まれる国際公開第ＷＯ２０１０／０８９３５４号に記載さ
れる。
【００２９】
　電力はまた、エネルギーが通過する材料または媒体を利用することによって送信するこ
とができる。例えば、体積伝導は、送信点と受信点との間の組織を通して電気エネルギー
を送信することを含む。こうしたシステムの例は、参照により全ての目的で本明細書に組
込まれる国際公開第ＷＯ２００８／０６６９４１号に記載される。
【００３０】
　電力はまた、キャパシタ充電技法を使用して伝送することができる。システムは共振ま
たは非共振である可能性がある。無線エネルギー伝送のためのキャパシタ充電の例は、参
照により全ての目的で本明細書に組込まれる国際公開第ＷＯ２０１２／０５６３６５号に
記載される。
【００３１】
　本発明の種々の態様によるシステムは、ここで、磁気誘導による無線エネルギー伝送用
のシステムに関連して述べられる。例示的なシステムは、共振電力伝送を利用する。シス
テムは、誘導結合された２つのコイル間で電力を送信することによって働く。しかし、変
圧器と対照的に、例示的なコイルは、共に密に結合されない。変圧器は、一般に、互いに
直接隣接して整列され位置決めされることを必要とする。例示的なシステムは、コイルの
疎結合に対処する。
【００３２】
　１つの受信機コイル及び１つの送信機コイルによって述べるが、システムが２つ以上の
受信機コイル及び２つ以上の送信機コイルを使用できることが本明細書の説明から認識さ
れるであろう。例えば、送信機は、２つのコイル、すなわち、磁束を共振させる第１のコ
イル及び第１のコイルを励磁する第２のコイルを持つことができる。「共振器」及び「コ
イル」の使用が、或る程度交換可能に使用できることが本明細書の説明から更に認識され
るであろう。種々の点において、「共振器」は、共に接続されたコイル及びキャパシタを
指す。
【００３３】
　本開示の種々の実施形態によれば、システムは、１つまたは複数の受信機に無線で電力
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を送信する１つまたは複数の送信機を備える。種々の実施形態において、システムは、多
重化配置構成で１つの送信機及び２つ以上の受信機を含む。周波数発生器は、送信機に電
気結合されて、特定の周波数または複数の周波数の範囲で電力を送信する送信機を駆動す
ることができる。周波数発生器は、電圧制御式発振器及びキャパシタの１つまたは複数の
切換え可能なアレイ、電圧制御式発振器及び１つまたは複数のバラクタ、位相ロックルー
プ、直接デジタル合成器、またはその組合せを含む可能性がある。送信機は、電力を複数
の周波数で同時に送信する可能性がある。周波数発生器は、共通基準発振器、２つ以上の
独立した電圧制御式発振器、またはその組合せに電気結合された２つ以上の位相ロックル
ープを含む可能性がある。送信機は、電力を、共通周波数で複数の受信機に同時に送出す
るように配置される可能性がある。
【００３４】
　種々の実施形態において、送信機は、低電力信号を特定の周波数で送信する。送信機は
、低電力信号を特定の時間及び／または間隔の間送信することができる。種々の実施形態
において、送信機は、高電力信号を、特定の周波数で無線で送信する。送信機は、高電力
信号を特定の時間及び／または間隔の間送信することができる。
【００３５】
　種々の実施形態において、受信機は、周波数選択メカニズムを含み、周波数選択メカニ
ズムは、受信機コイルに電気結合され、受信機が受信できる周波数または周波数範囲を共
振器が変更することを可能にするように配置される。周波数選択メカニズムは、離散的キ
ャパシタの切換え可能なアレイ、可変キャパシタンス、受信アンテナに電気結合した１つ
または複数のインダクタ、受信アンテナのコイルの更なるターン数、またはその組合せを
含む可能性がある。
【００３６】
　一般に、送信機コイルからの磁束のほとんどは、受信機コイルに達しない。受信機コイ
ルに達する、送信機によって生成される磁束の量は、「結合係数」と呼ばれる「ｋ」で記
述される。
【００３７】
　種々の実施形態において、システムは、ｋの値を、約０．２と約０．０１との間の範囲
に維持する。種々の実施形態において、システムは、ｋの値を、少なくとも０．０１、少
なくとも０．０２、少なくとも０．０３、少なくとも０．０４、または少なくとも０．０
５に維持する。
【００３８】
　種々の実施形態において、コイルは物理的に分離される。種々の実施形態において、分
離は、受信機コイルの厚さより大きい。種々の実施形態において、分離距離は、受信機コ
イル及び送信機コイルの大きい方の直径以下である。
【００３９】
　磁束のほとんどが受信機に達しないため、送信機コイルは、受信機に結合されるものよ
りずっと大きな場を生成しなければならない。種々の実施形態において、これは、コイル
内に多数のアンペアターンを有する送信機を構成することによって達成される。
【００４０】
　受信機に結合される磁束だけが実際の負荷に結合するため、場のエネルギーのほとんど
は無効である。コイル内の電流は、キャパシヤが共振器を作成するためコイルに接続され
た状態で維持される可能性がある。したがって、電力源は、受信機によって吸収されるエ
ネルギーを供給する必要があるだけである。共振キャパシタは、受信機に結合されない過
剰の磁束を維持する。
【００４１】
　種々の実施形態において、受信機のインピーダンスは、送信機に整合される。これは、
受信機からのエネルギーの効率的な伝送を可能にする。この場合、受信機コイルは、共振
キャパシヤを持つ必要が無い場合がある。
【００４２】
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　ここで、図１を考えると、無線エネルギー送信の簡略化された回路が示される。例示的
なシステムは、直列接続を示すが、システムは、送信機側または受信機側で直列または並
列に接続される可能性がある。
【００４３】
　例示的な送信機は、キャパシタＣｘによって電力源Ｖｓに接続されたコイルＬｘを含む
。例示的な受信機は、キャパシタＣｙによって負荷に接続されたコイルＬｙを含む。キャ
パシタＣｘは、Ｌｘを所望の周波数で共振させることができる。送信機コイルのキャパシ
タンスＣｘを、その幾何形状によって規定することができる。インダクタＬｘ及びＬｙは
、結合係数ｋによって接続される。Ｍｘｙは、２つのコイル間の相互インダクタンスであ
る。相互インダクタンスＭｘｙは結合係数ｋに関連する。
【００４４】
【数１】

【００４５】
　例示的なシステムにおいて、電力源Ｖｓは、送信機コイルＬｘと直列接続状態にあるた
め、全ての無効電流を搬送しなければならない場合がある。これは、電力源の電流定格に
より大きな負担をかけ、電力源内の任意の抵抗が損失を倍加することになる。
【００４６】
　例示的なシステムは、送信機によって無線で送信されるエネルギーを受信する受信機を
含む。例示的な受信機は負荷に接続される。受信機及び負荷を、制御可能なスイッチに電
気接続することができる。
【００４７】
　種々の実施形態において、受信機は、電子制御可能なスイッチによって受信機コイルに
接続するまたは受信機コイルから外される回路要素を含む。電気結合は、直列と並列の両
方の配置構成を含む可能性がある。回路要素は、抵抗器、キャパシタ、インダクタ、複数
の長さのアンテナ構造、またはその組合せを含む可能性がある。システムは、電力が、所
定の時間増分で、送信機によって送信され、受信機によって受信される可能性がある。
【００４８】
　種々の実施形態において、送信機コイル及び／または受信機コイルは実質的に２次元構
造である。種々の実施形態において、送信機コイルは、送信機インピーダンス整合構造に
結合することができる。同様に、受信機コイルは、受信機インピーダンス整合構造に結合
することができる。適したインピーダンス整合構造の例は、コイル、ループ、変圧器、及
び／またはインピーダンス整合ネットワークを含むが、それに限定されない。インピーダ
ンス整合ネットワークは、信号源を共振器構造に接続するインダクタまたはキャパシタを
含むことができる。
【００４９】
　種々の実施形態において、送信機は、コントローラ（図示せず）及び駆動回路によって
制御される。コントローラ及び／または駆動回路は、指向性カプラ、信号発生器、及び／
または増幅器を含むことができる。コントローラは、送信機周波数または増幅利得を調整
して、受信機と送信機との間の結合に対する変化を補償することができる。
【００５０】
　種々の実施形態において、送信機コイルは、インピーダンス整合済みコイルループに接
続される。ループは、電力源に接続され、送信機コイルを励磁する。第１のコイルループ
は有限の出力インピーダンスを有することができる。信号発生器出力を、増幅し、送信機
コイルに給送することができる。使用時、電力を、第１のコイルループと主送信機コイル
との間で磁気的に伝送することができ、主送信機コイルは、次に、磁束を受信機に送信す
る。受信機コイルによって受信されるエネルギーは、オーミック接続によって負荷に送出
される。
【００５１】
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　実際の回路に対する難題の１つは、どのようにしてエネルギーを共振器に入れまたそこ
から出すかである。電力源及び負荷を単に共振器と直列にまたは並列に置くことは、必要
とされる電圧及び電流のために難しい。種々の実施形態において、システムは、システム
特性を分析し、関係する電圧及び電流を推定し、受信機によって必要とされる電力を送出
するように回路要素を制御することによって近似的なエネルギー平衡を達成する。
【００５２】
　例示的な実施形態において、システム負荷電力ＰＬは１５ワットであると仮定され、ま
た、システムの動作周波数ｆは２５０ｋＨｚである。そして、各サイクルについて、負荷
は、共振から或る量のエネルギーを取除く。
【００５３】
【数２】

【００５４】
　受信機共振におけるエネルギーが、通常、動作中の埋め込み可能医療デバイスの場合、
負荷によって取除かれるエネルギーの数倍大きいことが見出された。種々の実施形態にお
いて、システムは、受信機のエネルギー対除去される負荷のエネルギーについて比７：１
を仮定する。この仮定の下で、例示的な受信機共振における瞬時エネルギーは４２０μＪ
である。
【００５５】
　例示的な回路が分析され、受信機コイルの自己インダクタンスが、６０μＨであること
が見出された。エネルギー及びインダクタンスから、共振器における電圧及び電流を計算
することができる。
【００５６】
【数３】

【００５７】
【数４】

【００５８】
【数５】

【００５９】
　電圧及び電流は互いに対してトレードオフされる可能性がある。インダクタは、ターン
数によらず、同じ量の磁束に結合することができる。コイルのアンペアターンは、この例
では同じままである必要があるため、より多くのターン数は電流が減少することを意味す
る。しかし、コイル電圧は増加する必要がある。同様に、電圧は、より大きな電流と引換
えに減少する可能性がある。送信機コイルは、ずっと多くの磁束を有する必要がある。送
信機磁束は、結合係数によって受信機磁束に関連付けられる。したがって、送信機コイル
からの場のエネルギーは、ｋによってスケーリングされる。
【００６０】
【数６】
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【００６１】
　ｋが０．０５であれば、以下である。
【００６２】
【数７】

【００６３】
　同じ回路の場合、送信機コイルの自己インダクタンスは、先に述べたように１４６μＨ
であった。これは、以下をもたらす。
【００６４】

【数８】

【００６５】
【数９】

【００６６】
　競合因子及び状況に適合し所望の結果を達成するために電圧、電流、及びインダクタン
スをどのように平衡させるかがこの例から認識される可能性がある。受信機のように、電
圧及び電流は、互いに対してトレードオフされる可能性がある。この例において、システ
ム内の電圧及び電流は比較的高い。負荷が低い場合に受信機における電圧及び／または電
流を下げるように同調が調整される可能性がある。
【００６７】
　結合係数及び相互インダクタンスの推定
　先に説明したように、結合係数ｋは幾つかの理由で有用である場合がある。一例におい
て、結合係数は、適切な性能を確保するために同調調整が行われるように、互いに対する
コイルの配置構成を理解するために使用され得る。受信機コイルが送信機コイルから離れ
る場合、相互インダクタンスが減少することになり、他の事情が同じであれば、より少な
い電力が伝送されることになる。種々の実施形態において、システムは、結合係数の低下
を補償するために同調調整を行う。
【００６８】
　上述した例示的なシステムは、しばしば、不完全な情報を有する。当業者によって理解
される種々の理由で、システムは、全てのパラメータについてデータを収集しない。更に
、コイル間の物理的ギャップのせいで、また、２つの共振器間の外部通信手段がない状態
で、送信機は、受信機が持っていない情報を有する場合がある、また、その逆も同様であ
る。これらの制限は、結合係数ｋを直接測定しリアルタイムに導出することを難しくする
。
【００６９】
　以下には、所与の幾何形状の２つのコイルについて結合係数ｋを推定するための幾つか
の原理が述べられる。そのアプローチは、ビオサバール計算または有限要素法等の技法を
利用することができる。特定の配向でコイルがどのように相互作用するかに基づく、或る
仮定及び一般化が、理解を簡単にするために行われる。電気回路の観点から、全ての物理
的幾何形状並べ替えは、一般に、結合係数をもたらす可能性がある。
【００７０】
　２つのコイルが、一方のコイルが他のコイルの周囲を囲む状態で同じ平面内にあるよう
に配置される場合、結合係数は、２つのコイルの面積の比にほぼ比例すると推定される可
能性がある。これは、コイル１によって生成される磁束が、図２に示すようにコイル１が
閉囲するエリアにわたってほぼ均一であることを仮定する。
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【００７１】
　コイルが、整列がずれ、それにより、コイルが或る相対的な角度にある場合、結合係数
は減少することになる。減少量は、図３Ａに示す角度の余弦にほぼ等しいと推定される。
コイルが互いに直角であり、それにより、シータ（θ）が９０°である場合、磁束は受信
機によって受信されないことになり、結合係数はゼロであることになる。
【００７２】
　コイルが、一方のコイルからの磁束の半分が一方向にあり、他の半分が他の方向にある
ように配置される場合、図３Ｂに示すように、磁束は相殺し、結合係数はゼロである。
【００７３】
　最終原理は、コイルの対称性による。一方のコイルから他方のコイルへの結合係数及び
相互インダクタンスは、どのコイルが励磁されるかによらず、同じであると仮定される。
【００７４】
【数１０】

【００７５】
　図４は、患者の外側部分に位置決めされる送信機及び共振器コイル４０２を含むＴＥＴ
システム４００の一実施形態を示す。図４において、送信機は、平坦共振器コイル或は患
者の解剖学的構造に適合する湾曲または適合可能共振器コイルである可能性がある。送信
機は、患者に埋め込まれた受信機４０４に無線エネルギーを送信する可能性がある。幾つ
かの実施形態において、受信機は、心臓ポンプ等の埋め込み式医療デバイス４０６に電気
結合されて、医療デバイスの動作のためにエネルギーを提供することができる。
【００７６】
　システム４００は、受信機及び／または送信機と通信できるユーザインタフェース４０
８を更に含む可能性がある。ユーザインタフェースは、例えば、スマートフォン、タブレ
ット、又はＰＣ、或はリストウォッチのフォームファクタの装着可能デバイス等の携帯デ
バイスである可能性がある。一般に、ユーザインタフェースは、患者に情報を伝えるため
のディスプレイ及びＴＥＴシステムの残りの部分と無線で通信するハードウェアを含む。
ユーザインタフェースは、例えば、インプラントの動作状態、インプラントの電池寿命、
充電状態、或は、インプラントまたは患者の健康に関する他の任意の数の情報またはパラ
メータを、ユーザに表示する可能性がある。ユーザインタフェースは、低電池レベル、充
電リマインダ、またはデバイス誤動作（埋め込み式電力受信機又は取付け式医療デバイス
からの誤動作に関する情報を含む）等のアラームを含み表示することができる。受信機か
らユーザインタフェースまたは送信機への通信は、人間の組織層を通過しなければならな
いため無線である。無線通信は、患者を囲む環境によって（例えば、患者が泳いでいるか
または水中を潜水している場合に）更に複雑化される可能性がある。
【００７７】
　幾つかの実施形態において、ユーザインタフェース４０８は共振回路を含む可能性があ
る。共振回路は、高い品質係数を持ち、また、磁場から有意な量のエネルギーを消散しな
いように設計される可能性がある。ユーザインタフェース内の共振回路は、種々の機能を
実施する電子機器を含む可能性がある。例えば、ユーザインタフェースは、共振回路を有
する埋め込み式受信機と通信し、そこからの情報を受信する可能性がある。情報は、医療
デバイス４０６の動作に関連するデータを含む可能性がある。一実施形態において、医療
デバイス４６０は、心室補助デバイス（ＶＡＤ）であり、ユーザインタフェースに通信さ
れるデータは、電力消費、アラーム事象データ、ポンプ速度、拍動指数、ポンプ流量、シ
ステム状態、及び同様なものを含む。
【００７８】
　ユーザインタフェースと埋め込み式構成要素との間の情報の通信は、ユーザインタフェ
ースから受信機に磁気信号を送信すること、または代替的に、ユーザインタフェースから
受信機に磁気信号を送信することによって達成される可能性がある。更に、ユーザインタ
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フェースは、受信機からまたは送信機から無線電力を受信して、送信機が埋め込み式受信
機を再充電することができるのと全く同じ方法でユーザインタフェース内の電力源を再充
電する可能性がある。通信は、共振回路内の磁気信号によるため、患者が水中を潜水して
いても送信され受信される可能性がある。通信のための磁気共振の使用はまた、複数の組
織層を通した深部身体インプラントとの通信を可能にする。
【００７９】
　幾つかの実施形態において、ユーザインタフェースは、無線によってＴＥＴシステムの
残りの部分と通信するように設計された従来の無線通信ハードウェアを含む可能性がある
。一実施形態において、共振回路は、別の通信システムに対する付属物である。一実施形
態において、共振回路は、（例えば、無線通信システム等の主通信システムが故障した場
合に）バックアップとしての通信のために構成される。他の実施形態において、共振回路
による磁気通信は、ＴＥＴシステム内で通信する主要な方法である可能性がある。
【００８０】
　図５は、組合せ式の磁気通信と磁気エネルギー伝送の受信機を含む共振回路５００がど
のように働くかを示す。これは、例えば、上述したユーザインタフェースに含まれる共振
回路である可能性がある。基本的な考えは、電力／電気エネルギーを伝送するのに十分に
大きな振動、及び、情報を含むように符号化される振動を共に含む磁場を、共振回路のコ
イル５０２が、「採取する」（電圧に変換する）ことである。共振回路の品質係数は注意
深く選択されなければならない。すなわち、品質係数は、電力／エネルギーを効率的に伝
送するのに十分に高いが、単位時間当たりの所望量の情報（ビット／秒）を通信できるの
に十分に低くあるべきである。情報は、振幅変調（ＡＭ）か、周波数変調（ＦＭ）か、ま
たはＡＭとＦＭの両方の組合せによって符号化される可能性がある。直交変調（またはよ
り高次の変調）が使用される可能性があり、ＡＭ／ＦＭコンボを使用する場合、自然な選
択であることになる。
【００８１】
　１つの受信機だけを有するＴＥＴシステム内の受信コイルは、受信される電力効率及び
ビットレートを最大にするため、出来る限り大きくあるべきである。システム内に複数の
受信機が存在する場合、最も遠い受信機が出来る限り大きくあるべきである。より近い受
信機は、所望の電力伝送効率に応じて、より小さなコイルを有する場合がある。
【００８２】
　図５に示すように、コイル５０２からの出力は、エネルギーユーザ５０６に送出するた
め共振エネルギー伝送システム５０４に分割される可能性があり、エネルギーユーザ５０
６は、ユーザインタフェース用の電池充電及び電力送出特徴部を示す可能性がある。コイ
ルからの出力はまた、（オプションのハイパスフィルタ５１０を介して）ＡＤ変換器５０
８に送出される可能性がある。ハイパスフィルタは、共振エネルギー伝送システムの低周
波数を除去する可能性がある。これは、ＡＤ変換器を高電圧から保護し、非常に簡単なＡ
Ｄ変換器（３レベル　１／未定義／０　変換器等）が使用されることを可能にする。ハイ
パスフィルタに対する代替法は、（共振エネルギー伝送が通信に比べて高い周波数で動作
する場合）ローパスフィルタ、ＡＤ変換器を保護するための任意のタイプの電圧変圧器ま
たは電圧ステップダウン構成要素、或は、（ＡＤ変換器が、高電圧を受信すると等級付け
される場合）単にハイパスフィルタを完全に省くことを含む。フィルタが全く使用されな
い場合、ＡＤ変換器は、簡単な３レベル（または同様の）変換器である可能性があるので
はなく、大きなダイナミックレンジを提供しなければならず、また、ＣＰＵ５１２は、高
速フーリエ変換または同様なものを通して未処理信号を処理しなければならない。フィル
タが使用されるかどうかによらず、ＣＰＵ５１２は、通信情報を、例えば上述したユーザ
インタフェース等の情報ユーザ５１４に渡して、インプラントに関する重要な情報を患者
に表示するようにする。
【００８３】
　共振回路は、最低でも、キャパシタであって、コイル５０２と共に回路に所望の共振周
波数を与える、キャパシタを含むべきである。回路は、電力が負荷に送出される前に別の
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コイル（「励磁」コイル）または電圧駆動型キャパシタを含む可能性がある。負荷は、Ｄ
Ｃに整流するＦＥＴのブリッジまたはＡＣ－ＡＣ変換器である場合がある、或は、電圧は
、種々のエネルギーユーザ５０６（ディスプレイ等のエネルギーを必要とする構成要素、
例えば、充電を必要とする電池またはモータ等）に直接届く可能性がある。
【００８４】
　共振回路は、ＴＥＴシステム（受信機及び送信機を含む）の他の構成要素と同じ周波数
で動作する可能性がある、または、自分自身の異なる周波数で動作する独立した共振回路
である可能性がある。共振回路はまた、簡略化されて、ユーザインタフェースのために、
共振エネルギー伝送機能ではなく、通信機能だけを提供する可能性がある。
【００８５】
　ハイパスフィルタは、共振エネルギー伝送システムの低周波数を除去する。これは、Ｄ
Ａ変換器を高電圧から保護し、非常に簡単なＤＡ変換器（３レベル　１／未定義／０　変
換器等）が使用されることを可能にする。ハイパスフィルタに対する代替法は、（共振エ
ネルギー伝送が通信に比べて高い周波数で動作する場合）ローパスフィルタ、ＤＡ変換器
を保護するための任意のタイプの電圧変圧器または電圧ステップダウン構成要素、或は、
（ＤＡ変換器が、高電圧を受信すると等級付けされる場合）単にハイパスフィルタを完全
に省くことを含む。フィルタが全く使用されない場合、ＤＡ変換器は、簡単な３レベル（
または同様の）変換器である可能性があるのではなく、大きなダイナミックレンジを提供
しなければならず、また、ＣＰＵは、高速フーリエ変換または同様なものを通して未処理
信号を処理しなければならないことになる。
【００８６】
　ＣＰＵ５１２は任意のタイプの信号プロセッサである可能性がある。
【００８７】
　上述した磁気通信スキームの利点は、データに加えて電力を伝送する能力である。共振
回路の装備は、従来の磁気通信コイルによって可能でないと思われるエネルギーの送信を
可能にする
【００８８】
　本明細書で述べるシステムは、別個のデータ及び電力媒体についての必要性をなくすた
め民生用電子機器にとって特に有利である場合がある。単一システムが使用されて、電子
デバイスに給電する及び／または２つの遠隔構成要素間で所望のデータを送信する可能性
がある。
【００８９】
　図６は、組合せ式の磁気通信及び磁気エネルギー伝送の送信機用の共振回路６００がど
のように働くかを示す。図５に示す受信機と比較して、図６の送信機の情報は、他の方向
に、情報プロバイダ６１５（例えば、センサまたはユーザインタフェース）から、信号処
理用ＣＰＵ６１２または同様なものに、ＡＤ変換器６１０（おそらくは増幅器を有する）
に、ハイパスフィルタ６０８を通してコイルに流れる。エネルギーはまた、他の方向に、
エネルギープロバイダ６０６（例えば、電池パック及びＦＥＴブリッジ）から共振エネル
ギー伝送システム６０４に流れる可能性がある。
【００９０】
　別の実施形態において、超音波通信が、上述した磁気通信の代わりにＴＥＴシステムの
構成要素間で使用され得る。超音波送受信機は、ＴＥＴＳ送信機、受信機、又はユーザイ
ンタフェース内に含まれて、コード化済みの超音波信号によって情報を送信し受信する可
能性がある。復号器及び符号器は、各送受信機に更に結合される可能性がある。音波の減
衰が、人間の身体内で無線信号の減衰に比べて著しく低い可能性があるため、この通信方
法は、同様に、標準的な無線通信より信頼性が高い可能性がある。
【００９１】
　一実施形態による送受信機は、２つの別個の部分、すなわち、超音波を発生するトラン
スジューサ、及び、マイクロフォン、トランスジューサまたは超音波信号を受信する他の
受信機に分割される可能性がある。幾つかの実施形態において、超音波信号は、約１００



(17) JP 6521992 B2 2019.5.29

10

20

30

40

ｋＨｚから２０ＭＨｚ以上の範囲にある周波数で送信される可能性がある。一般に、周波
数が低ければ低いほど、送信中に、信号がより少なく減衰し、かつ、通信にとって依然と
して有用でありながら、信号が長い距離を進む可能性がある。例えば、２０ＭＨｚで、減
衰深さは約２ｃｍである。１００ｋＨｚ未満の周波数は、動物、特に、患者と共に生きる
ペットの聴覚に干渉する可能性がある。
【００９２】
　図７Ａから７Ｂは、図４のＴＥＴシステム等のＴＥＴシステムにおいて使用するための
超音波通信システムの実施形態を示す。例えば、図７Ａに示すシステムは、図４のユーザ
インタフェース４０４と同様のユーザインタフェース７０８を含む可能性がある。幾つか
の実施形態において、ユーザインタフェースは、リストバンド７１７の上等、ユーザによ
って装着される可能性がある。代替的に、ユーザインタフェースは、ベルトに、接着剤に
、ベルクロ（登録商標）にユーザインタフェースを付着させることによって、または、衣
料品の上でまたはその中にユーザインタフェースを一体化することによって、患者によっ
て装着される可能性がある。図７Ｂは、図４の受信機４０４と同様の埋め込み可能受信機
７０４を示す。ユーザインタフェース７０８は、受信機７０４の上にまたはその中に配設
された超音波送受信機７１８と通信する超音波送受信機７１６を含む可能性がある。示す
例において、送受信機７１８は、埋め込み式デバイスのハウジングを構成するフェライト
層７２０及びチタン層７２２の外側に配設される可能性がある。
【００９３】
　種々の例証的な実施形態が上述されたが、任意の幾つかの変更を、特許請求の範囲が述
べる本発明の範囲から逸脱することなく、種々の実施形態に対して行うことができる。例
えば、述べる種々の方法ステップが実施される順序は、代替の実施形態において、しばし
ば変更される場合があり、他の代替の実施形態において、１つまたは複数の方法ステップ
は完全にスキップされる場合がある。種々のデバイス及びシステムの実施形態のオプショ
ンの特徴は、幾つかの実施形態では含まれる場合があり、他の実施形態では含まれない場
合がある。したがって、先の説明は、主に例示のために提供され、本発明が特許請求の範
囲において述べられるため、本発明の範囲を制限するものと解釈されるべきではない。医
療システムとして幾つかの点で述べられるが、本原理が、限定はしないが、民生用電子機
器、自動車、電話及び個人用通信デバイス、ゲーミングデバイス、並びにコンピュータ及
び周辺機器を含む他のタイプのシステムに同様に適用される可能性があることが本明細書
の説明から認識されるであろう。
【００９４】
　本明細書に含まれる例及び例証は、制限ではなく例証として、主題をそこで実施するこ
とができる特定の実施形態を示す。述べたように、他の実施形態を利用し、また、そこか
ら導出することができ、それにより、構造的及び論理的な置換及び変更を、本開示の範囲
から逸脱することなく行うことができる。本発明の主題のこうした実施形態は、単に便宜
上、また、本出願の範囲を、発明または発明の概念の２つ以上が実際に開示される場合に
、任意の単一の発明または発明の概念に自発的に限定することを意図することなく、個々
にまたは一括して本明細書で用語「発明」と呼ぶことができる。そのため、特定の実施形
態が本明細書で示され述べられるが、同じ目的を達成すると推定される任意の配置構成が
、示す特定の実施形態と置換される場合がある。本開示は、種々の実施形態の任意のまた
全ての適応または変形をカバーすることを意図される。上記実施形態及び本明細書で特に
述べられない他の実施形態の組合せは、上記説明を検討すると当業者に明らかになるであ
ろう。
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